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現代政治と市民社会の研究系譜

政治体制の移行や民主体制の定着に関する研究
は現代韓国政治研究の中でも最も多くの関心を集
めてきたテーマの一つである。そして、民主体制
への移行の因果関係、移行後の民主体制の安定化
要因を論じる際に欠かすことのできないトピック
として市民社会と社会運動がある。さらに、市民
社会との相互作用における現代政治の統治のあり
方や、グローバル化する国際環境における国家の
ありようの変化という論点とも連動して、市民社
会をめぐる議論の地平は広がっている。

市民社会論の系譜は古い。近代思想を振り返っ
ても、社会契約論、無政府主義、マルクス主義な
ど様々な市民社会概念が交叉してきた。また、現
代にあってはハバーマスの公共性の構造転換論、
後期資本主義の脱物質的価値論、ラディカル・デ
モクラシー論、グローバル市民社会論などの規範
的な議論が活発に展開されてきた。社会学におい
ては、1960 年代以来のヨーロッパの新しい社会
運動論やアメリカ発の資源動員論、あるいは社会
階層としての中間層への関心が広がった。政治学
では 1970 年代の南欧の民主化、1980 年代のアジ
ア・ラテンアメリカの民主化及び東欧・ソ連社会
主義の解体などの経験が政治と市民社会の研究に
刺激を与えてきた。

市民社会の概念はこんにちなお論争的である。
大きく分ければ、国家以外の政治・経済・文化に
またがる私的・公的領域の総称を指す見方と、国
家と市場に接する公共圏・生活圏の自律的・自発
的組織化と結合のアクターという見方の二つがあ
ると思われる。古典的な社会契約論やマルクス主
義の視角は前者であり、体制移行・定着研究や社
会運動論の視角は後者であることが多い。また、

領域かアクターかという二分法には必ずしも収ま
らないタイプとして、政府なき統治（共治）の未
来を市民社会に託す議論もある。

市民社会概念のバラエティは、市民社会と国家・
権力の関係をめぐる視角の差異を反映していると
考えられる。市民社会を領域と捉える視角は、国
家－社会関係の「社会」に解消され、政治権力の
フィードバックが行われる環境である。一方、市
民社会をアクターと捉える視角は、権力への牽制
や政治への参加など国家との対抗関係における機
能が期待されており、社会運動論との接続面が大
きくなる。共治の視角はアクター視角と共通する
ところが少なくないが、そこでは国家への対抗よ
りも国家の変容に関心の焦点があるということが
できる。

さて、韓国では 1980 年代末に民主体制への移
行プロセスが始まり、1998 年に「与野党政権交代」
が実現した。それ以降の 10 年間、つまり、金大
中政権と盧武鉉政権の時期は、市民運動が活発化
するとともに大きく変容し、政府・政党と市民社
会の相互関係も複雑なでダイナミックな様相を見
せた。本書は、「政府、政治社会、市民社会の三
つの領域の相互関係では対抗的な関係と相互補完
的な関係が多様にありうる」ことを踏まえ、「政
府・政治社会と市民社会の相互関係がどのように
展開したのかを民主化以降の韓国について、規範
的議論には距離をおきつつ実証的に検討するこ
と」（6 ページ）をねらいとし、「金大中政権と盧
武鉉政権の 10 年間に政治と市民社会の相互作用
によって何が起きたのか、それが韓国政治にどの
ような意味をもち、韓国政治に何を残したのか」

（25-26 ページ）を考察した労作である。

清水敏行著 
『韓国政治と市民社会　金大中・盧武鉉の 10 年』

北海道大学出版会，2011 年
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本書の構成と概要

本書は 5 つの章、結論、付録からなる。各章を
紹介する前に「付録」の 7 つの資料について強調
しておきたい。それは市民運動と政府・政党に関
するさまざまなデータから著者が作成したもので
あり、これに要した調査と作業の量は膨大なもの
に上ることは、付録だけで 84 ページに及ぶこと
から十分に推察される。著者の丹念な調査活動に
まずもって敬意を表したい。
「第 1 章　概念的枠組み」は、政治と市民社会

に関連する諸概念を整理し、本書の分析視角と分
析ツールを検討している。

まず、H. クリージーの議論を手掛かりに社会
運動類型を構成員の志向（顧客－政府）と構成員
の直接参加の二つを交叉させた座標系に位置づけ、
それぞれ「政治的動員」、「自助・利他主義」、「サー
ビス」、「政治的代表」の 4 象限に分けている。後
の議論では、「政治的動員」類型の急進化と「政
治的動員」から「政治的代表」類型への移行によ
る穏健化が重視されることになる。このような概
念整理を行った上で著者は、韓国の社会運動につ
いて「第 1 に政府指向性が強いこと、第 2 に政府
への制度的アクセスを広げながらも政治的動員を
積極的にはかってきたこと、第 3 に市民団体とそ
の周囲の関連組織の相互作用にも注目する必要が
あること」に留意すべきという（9 ページ）。

次に、政治と市民社会の相互作用という点から
社会運動論、ガバナンス論、政党論が概観される。
社会運動の「制度化」に関する D. メイヤーと S. タ
ローの議論から、運動の「ルーティン化」、政府・
政党による「包含」及び「包摂」の三つの要因を
挙げ、政策過程への制度的アクセスが社会運動に
付与される「政治的機会構造」に着目する。ガバ
ナンス論の検討では、個別政策過程レベルでの政
府と社会的アクターの相互関係、権力闘争レベル
で形成される相互関係を把握する必要があると主
張される。政党論では、R. ダルトンらの政党と
社会運動の選択及び政党再編成の組み合わせを韓
国のケースにどのように応用できるのかが検討さ
れる。欧米諸国のモデルの階級亀裂よりも韓国政
治では「地域主義」の亀裂が大きい。韓国の政党

再編成も地域主義的な支持基盤を克服すべく市民
運動との協力関係を指向したところから始まる。
他方、市民運動の政党との関係には「フォーマル
な同盟」、「新党の結成」、「非党派」などがあるが、
市民運動が政府・与党と協力関係を持つことには
ジレンマがあるため、フォーマルな同盟と非党派
の中間である「潜在的な同盟」が指向されるとい
う。
「第 2 章　市民社会の組織的分布と“市民運動”

の誕生」は、市民社会団体を三つのグループに分
け、理念的・政治的・組織的な特徴とその相互関
係を分析するとともに、韓国市民運動の草分け的
リーダーの思考と行動という内在的な視点から市
民運動の実像を浮き彫りしようとしている。

市民運動の分類にあたっては、まず、政治的指
向性を持つ市民社会団体の選定基準を「連帯型運
動組織」の加入団体にとり、その詳細なリスト化
と下位分類を行っている。リスト化と分類には膨
大な作業量が必要とされたであろう。巻末の付録
にある連帯運動型組織の資料 1 ～ 4 は 25 ページ
に及ぶ。著者がとる 3 分類は、「市民協・経実連」
グループ、「市民連帯会議・参与連帯」グループ、
民衆運動グループである。理念的特徴を基準に民
衆運動を一方の極に置くと、市民協・経実連が民
衆運動と離れた位置にあり互いに重複する加入団
体もほとんどないのに対して、市民連帯会議・参
与連帯は二つの極の中間にあって他の二つのグ
ループのいずれとも加入団体の重なりがある（50
ページ）。

二つの市民運動グループは理念的にはいわば
「保守」と「進歩」に分けられるが、連帯型運動
組織としての理念対立は顕著ではないため、著者
は「保守－進歩」の分類に慎重である。ただし、
加入団体のレベルにまで降りて詳細にみると理念
の差異や対立が表れることも著者は指摘している。
とはいえ、二つの市民運動グループの実際の対立
が明確になるのはその理念的差異ではなく、2000
年落選運動における法律順守の立場の違いと政党
との関係における党派性の認識の差異にあるとい
う。その詳細な分析は第 4 章で与えられる。これ
に関連して著者は、韓国政治社会の理念対立が

「市民社会に内在する理念対立がもたらした面よ
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りも、むしろ大統領選挙に向けた与野党の勢力争
いが巻き起こした面の方が大きい」（70 ページ）
と見る。近年のニューライト運動などもこうした
視点から把握されている。
「第 3 章　市民社会と制度化」は、社会運動の

アイデンティティを 1987 年民主化に遡って考察
し、政府による市民社会団体の「包摂」と、2000
年・2004 年の「落薦・落選運動」を事例に市民
運動の党派性を検討している。政府による市民運
動への制度的アクセスの付与は市民運動の選択に
影響を及ぼし、また、市民運動の政治的アイデン
ティティは政府・政党との関係に影響を与える。
市民社会の制度化を論じるにはこの双方向の考察
が必要と筆者は主張する。

市民運動のアイデンティティは、歴史的な展開
に沿って三つの面が切り出される。1987 年の大
統領選挙、1992 年の国会議員総選挙と大統領選
挙、1998 年の政権交代である。著者がいう市民
社会の政治的アイデンティティとはつまるところ、
民主化運動の過程で形成された、市民運動の指導
者が持つ金大中支持、盧武鉉支持のメンタリティ
を指すようである。

続いて、著者は国家による市民社会への制度的
アクセス付与の事例として、経実連と参与連帯の
役員経歴保有者の政府組織役員就任状況をきわめ
て詳細に調査している。市民社会運動役員の政府
組織役員への就任は、政治における「権力と参加」
の問題に対応する。つまり、市民運動の政府の意
思決定への「参加」という側面と、政府による市
民社会の「包摂」という側面である。この調査結
果を表す巻末の付録の資料 5 ～ 6 は 47 ページに
及ぶ膨大なものである。

さらに、2000 年・2004 年の落選運動の分析を
通して、市民運動の党派性を論じる。著者がいう
党派性は、先ほどのアイデンティティと同様に、
市民運動の金大中支持（2000 年落選運動の例）、
2004 年の盧武鉉支持（2004 年落選運動と弾劾政
局）と密接な関係があり、金大中・盧武鉉政権と
市民運動の「親和力」の別名に他ならない。ただ
し、2000 年落選運動の党派性は曖昧であるがゆ
えに成功し（この点は後の章で金大中政権との「潜
在的同盟」と規定される）、2004 年落選運動では

党派性（この場合は盧武鉉政権・ウリ党支持のこ
と）が明瞭であることが市民運動に近いメディア
からも批判されたという違いがある。2004 年落
選運動は、弾劾政局がなければ失速したであろう
というのが著者の見方である。
「第 4 章　金大中政権の市民社会戦略」は、金

大中政権が市民社会とどのような関係を作り出そ
うとしたのかを、権力と参加の両方向から考察す
る。

金大中政権は少数与党であり、また全羅道を支
持基盤とする地域政党であった。そのため、与党
を地域政党から全国政党に改編することが政権発
足当初から抱えた課題であった。こうして金大中
政権は前年以来の経済危機という「国難」を「第
2 の建国運動」に市民団体を広く巻き込んで乗り
越えようとしたが、市民団体の支持と参加を思う
ように実現できずに失敗した。これを契機に政府
は市民運動との関係設定のあり方を軌道修正する。

その後、2000 年総選挙に際して市民団体が落
薦・落選運動を展開し、当初は選挙法との抵触が
問題となるが、金大中政権が選挙法違反による取
り締まりを緩和したことで、落選運動をめぐる合
法の領域が拡大する。2000 年落選運動は金大中
政権と市民運動の「潜在的同盟」の成功とされる。

社会保障政策における市民団体の参加の過程に
も、2000 年総選挙と新党結成への金大中政権の
リーダーシップが大きく影響していると著者はい
う。つまり、市民社会団体は社会保障政策上の要
求を政府に押し付けるほどには十分に成長してお
らず、金大中政権の与野党権力闘争というモメン
トが個別的な社会保障政策をめぐる権力と参加の
過程にも作用している。
「第 5 章　政党と市民社会」は、盧武鉉政権期

の政治と市民社会の相互関係を政党に焦点を当て
て考察する。

まず、1988 年から 2004 年までの 5 回の国会議
員選挙における候補者の成分分析から市民社会団
体経歴者の候補者数が増加し続けていることを明
らかにする。しかし、市民運動の政治家志望の増
加は、市民運動の動機や党派性への批判を惹起す
るために、市民運動に好ましくない影響を及ぼす
恐れがあると著者は指摘する。
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次に、盧武鉉政権も金大中前政権と同様に少数
与党政権であり、地域主義の克服を課題としてい
た。2004 年の総選挙を前にして盧武鉉政権は地
域主義によらない全国政党化を目指して与党を分
割し新党を結成する。新党・ウリ党には民主化運
動経歴者、市民運動経歴者がこれまでよりも多く
リクルートされ、弾劾政局の影響もあってウリ党
は過半数を獲得する。しかし総選挙後にウリ党は
市民運動経歴者たちの党内取り込みや党改革に失
敗し「閃光政党」で終る。

さらに、著者は 2002 年の大統領選挙、2004 年
の総選挙で政党支持の再編成は始まったのかどう
かを、地域主義、世代、理念の点から検討する。
1987 年民主化以降の選挙のうち 2002 年と 2004
年は地域主義に代わって世代や理念の対立が浮上
してきたという見方を筆者は退け、若い世代の野
党性向が継続していることと、1997 年大統領選
挙が 3 者対決であったのに対して 2002 年大統領
選挙が 2 者対決であった要因を強調する。また、
理念を反映する政治・政局争点の意識調査の多重
クロス表の検討を通して、地域主義から理念対立
への亀裂の変化は起きていないと結論する。この
章の最後に著者は、2000 年、2002 年、2004 年の
選挙と政党再編で市民運動が政府・与党と「潜在
的同盟」を結んでいたことから、その後の政権批
判の高まりとともに市民運動の影響力も低下し、
市民運動は混迷しつつジレンマを抱えていること
を指摘している。
「結論」では、金大中・盧武鉉政権の 10 年間に

政府・政党と市民社会の相互関係の緊密化が①ど
のように進み、②なぜ起き、③何をもたらしたか
を整理している（327 ページ）。①の問いは、社
会運動の「制度化」、市民運動と政府の「潜在的
同盟」によって説明できるとされる。②の問いは、
市民運動の金大中・盧武鉉政権との「親和力」と
政府・与党の地域主義脱却のための市民運動動員
という二つの要因が挙げられる。③の問いは、脱
地域主義の政党支持の再編成の試みの帰結に置き
かえられ、2000 年代の選挙でも地域主義に代わ
る新たな亀裂は形成されておらず、2008 年の狂
牛病蝋燭デモのような情緒的な「合意争点」の政
治が展開されたが、選挙が終わった後のことであ

るため政党支持にどのように作用するのかは今後
の注視が必要とされるという。

いくつかの批判的検討

本書について、僭越ながら評者のコメントをい
くつか挙げてみる。

第 1 に、著者は政治と市民社会の相互作用を「市
民社会の制度化」という枠組みに位置付け、政府
による制度的アクセスの付与による「政治的機会
構造」に着目し、金大中・盧武鉉政権の 10 年の
政治と市民社会の相互関係を詳細に過程追跡した。
しかし、「政治的機会構造」が、市民運動を「改
革のパートナー」と見なす金大中・盧武鉉政権の
リーダーシップ（失敗例を含む）に還元されてい
るように見受けられる。理論的には、社会運動論
における「政治的機会構造」は、必ずしも特定の
政府・政党のリーダーシップに還元されるもので
はない。この難点を補う上で、金大中・盧武鉉に
先行する民主化後の政権期の政治と市民社会の相
互作用との理論的な比較が必要ではなかったろう
か。盧武鉉政権に先行する時期の民主化前後の先
行研究の中には、辻中豊・廉載鎬編『現代韓国の
市民社会・利益団体』（木鐸社、2004 年）のよう
な実証的な比較研究もあり、こうした研究の系譜
に照らした本書の議論の特徴づけがもう少し意識
されてもよかったと思われる。

第 2 に、本書で指摘される市民運動のアイデン
ティティもまた、民主化運動の経験を共有する金
大中・盧武鉉という両リーダーへの市民運動の支
持や、両政権と市民運動の「親和力」に還元され
ていることである。党派性についても、ある個所
では政府・政党に「包摂」されない市民運動の独
自性に関連するものと読むことができるが、他の
個所では政府・与党との親和力やリーダーとの人
的距離の近さという異なる意味でも使用されてい
るように、概念とその事例適用に混乱があるよう
だ。アイデンティティが特定時期の政治リーダー
への支持や政権と市民運動の親和力を意味するな
ら、それは政権やリーダーの交代により変動する
ことになるが、アイデンティティはもっと持続的
なものであろう。たとえば、著者がいう韓国社会
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運動の「政府指向性」は、特定の政治リーダーや
政党に限定された指向性ではないはずだ。ちなみ
に、著者の言う「政府指向性」を、評者は「国家
選好」ととらえており、そこに韓国の市民社会・
社会運動のナショナリズムとの接点があると考え
ている。さらに言えば、韓国社会運動のナショナ
リズムは、国家・政党・外国・北朝鮮・内外の政
策争点などへの態度と行動に影響を与えるフレー
ムとして機能すると思われる。

第 3 に、本書が「規範的議論には距離を置きつ
つ実証的に検討する」ことに狙いがあるのは先に
紹介した通りだが、アイデンティティの問題を含
めて社会運動を論じるならば、その歴史的な形成・
変容過程を振り返りつつ、対象のいわば了解的な
方法が求められることもあるのではないか。市民
社会論は規範的であるべきだと言っているのでは
ない。市民社会論の重要な要素である社会運動論
は、政治社会経済的な構造的要因と人々の集合行
為の因果関係を捉えようとするときに、構造への
不満や要求と人々の価値や選好を分析に取り込む。
これと同様に、対象自身が不可避に持つ価値や規
範を実証分析に内部化する必要があるのではない
か、というのがここでの趣旨である。この点で、
大畑裕嗣『現代韓国の市民社会論と社会運動』

（成文堂、2011 年。書き下ろしの一つの章を除い
て、1994 年から 2006 年に公刊済み）が描き出し

たような、歴史的・社会的・政治的な文脈に即し
た韓国の市民社会と社会運動の分析が想起される。

第 4 に、1 章で検討された概念との関連では、
市民運動の制度化、政党再編と市民運動の関係な
どは詳細に分析・追跡されているが、「ガバナン
ス論」を使った議論が見られないようだ。そのた
めか、著者が 1 章で課題として提示し結論で整理
した 3 点の最後の「韓国政治に何をもたらしたの
か」という問題の概念的な把握が本書では必ずし
もフォローされなかったわけである。市民社会と
社会運動の制度化などにより、社会の中の要求や
支持は政策過程によりよく集約されるようになっ
たのか、市民社会に応答するような政府・政党の
行動様式の変化は見られるのか、市民社会と政治
社会の相互作用により政治制度は変化するのか、
など、ポスト民主化の韓国政治の制度や行動の変
化と連続を概念的に把握する作業は、今後に残さ
れた課題のようである。

以上、いくつか評者のバイアスによる批判を提
起はしたが、本書が日本における韓国の市民社会
と社会運動の研究に重要な意義を持つ労作である
ことに疑いはなく、今後も広く韓国政治研究の導
きとなることが期待される。

（金栄鎬　広島市立大学）




